
 

　南相木村では、第５次長期振興計画（平成23年度～令和2年度）、過疎地域自 　令和元年度の一般会計歳入決算額は、1,984,517千円で、前年度比 83,469千円

立促進計画（平成28年度～令和2年度）及び総合戦略（令和2年度～令和6年度） （4.4％）の増額となりました。

などの諸計画に沿って、計画された施策を着実に推進するため、生活関連の資本 ≪科目別の状況≫

整備をはじめ、少子高齢化対策、福祉・教育の充実、産業の振興など、現在直面 ①村税・・・村民税は 48,547千円で、前年度比 9,491千円（24.3％）の増収、固定

する行政課題に積極的に取り組んでおります。 　資産税は 713,595千円で、前年度比 29,307千円（3.9％）の減収になりました。こ

　令和元年度の最終予算総額は、一般会計では 2,512,442千円（前年度比 611,4 　のうちダムに係る固定資産税は 673,839千円で、前年度比 30,351千円（4.3％）の

81千円増）、特別会計では、国民健康保険事業会計（施設勘定）が 25,874千円 　減収となりました。村税全体では 771,694千円で、前年度比 20,104千円（2.5％）

（前年度比 3,994千円減）、国民健康保険事業会計（事業勘定）が 150,808千円 　の減収になりました。

（前年度比 26,898千円減）、介護保険事業会計が 225,340千円（前年度比 17,6 ②地方交付税・・・普通交付税は 145,617千円で、前年度比 39,101千円（36.7％）

86千円増）、後期高齢者医療事業会計が 17,760千円（前年度比 153千円増）簡 　の増収、特別交付税は 348,576千円で、前年度比 264,313千円（313.7％）の増収

易水道事業会計が 25,570千円（前年度比 2,127千円減）でした。 　となりました。あわせて 494,193千円で、前年度比 303,414千円（159.0％）の増

　次に、令和元年度の決算状況は、一般会計では歳入決算額 1,984,517千円、歳 　収です。

出決算額 1,950,112千円となりました。特別会計においては、国民健康保険事業 ③国県支出金・・・国県支出金は 153,083千円で、前年度比 1,268千円（0.8％）の

会計（施設勘定）が、歳入決算額 25,854千円、歳出決算額 24,491千円、国民健 　増となりました。県支出金では畑地帯総合土地改良事業の増、社会資本整備交付金

康保険事業会計（事業勘定）が、歳入決算額 151,198千円、歳出決算額 149,088

千円、介護保険事業会計が、歳入決算額 225,350千円、歳出決算額 218,687千円、

後期高齢医療事業会計では、歳入決算額 17,762千円、歳出決算額 17,727千円、

簡易水道事業会計では、歳入決算額 25,605千円、歳出決算額 25,163千円となり

ました。

　普通会計決算における収支状況では、歳入歳出差引額（形式収支額）は 34,40

 5千円、実質収支額は10,033千円、単年度収支額は △11,782千円、実質単年度

収支額は86,398千円となりました。財政構造の硬直化を示す指標である経常収支

比率は、前年度比 0.7％増の 82.9％となりました。普通会計における起債残高は、

前年度比 225,413千円増の 1,773,123千円、積立金現在高は、前年度比 127,997

千円増の 4,584,616千円となりました。（定額運用基金を除く）

　また、財政健全化法に基づく財政指標では、実質赤字比率が△0.93％、連結実

質赤字比率が△1.93％と、ともに黒字決算を計上し、実質公債費比率（３か年平

均）は△ 0.4％、将来負担比率は △528.6％と、実質公債比率は前年度と同値、

将来負担比率は、前年度よりもさらに向上し、引き続き健全な財政状況が保たれ

ております。
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　事業等の減によるものです。 　社会資本整備交付金事業 32,920千円の減、若者定住促進住宅建設事業 80,443千円

④繰入金・・・6,906千円で前年度比 145,794千円（95.5％）の減となりました。 　の減が主な要因です。

　主な繰入は分収育林基金です。 ⑧消防費・・・前年度比 35,541千円（44.5％）減の 44,411千円となりました。

⑤村債・・・351,717千円で前年度比 29,824千円（7.8％）の減となりました。 　小型ポンプ積載車購入事業 9,720千円の減、公衆無線LAN整備事業 23,760千円の減

　過疎対策事業（ハード分）199,900千円、過疎対策事業（ソフト分）30,700千円    が主な要因です。また増額となった事業は,台風19号関係対応経費 5,947千円です。

　臨時財政対策債 88,017千円、災害復旧事業債 33,100千円です。 ⑨教育費・・・前年度比 35,310千円（13.9％）減の 218,636千円となりました。

　民俗資料館屋根改修事業 12,690千円の減、小学校関連施設事業 4,358千円の減が

　主な要因です。また増額となった事業は社会体育館屋根改修事業 12,312千円です。

　令和元年度の一般会計歳出決算額は、1,905,112千円で、前年度比 28,678千円 ⑩災害復旧費・・・前年度比 89,938千円（皆増）増の 89,938千円となりました。

（1.5％）の増額となりました。科目別に見ると、前年度に比べ増額となったもの 　農業施設災害復旧費 13,470千円、林業施設災害復旧費 484千円、道路橋梁災害

は、総務費、民生費、衛生費、農林水産業費、災害復旧費、公債費、諸支出金です。 　復旧費 61,967千円、文教施設災害復旧費 14,017千円、それぞれ増となりました。

一方、減額となったものは、議会費、商工費、土木費、消防費、教育費です。 ⑪公債費・・・前年度比 23,591千円（22.2％）増の 129,810千円となりました。

　また、性質別に見ると、前年度に比べ増額となったものは、物件費、補助費等 　過疎債（平成27年度借入）,緊急防災・減災事業債（平成27年度借入）の償還がは

公債費、積立金、繰出金です。一方減額となったものは、人件費、維持補修費、 　じまりました。公営住宅建設事業債(平成6年度）,過疎債（平成19年度）等の償還

扶助費、普通建設事業費、貸付金です。 　が終わりました。起債現在高は1,773,123千円です。

≪科目別の状況≫ ⑫諸支出金・・・前年度比 122,457千円（2,077％）増の 129,810千円となりました。

①議会費・・・前年度比 2,211千円（5.7％）減の 36,661千円となりました。議 　農村多元情報システム（ＣＡＴＶ）施設維持管理基金 5,103千円,財政調整基金 98,

　員視察旅費の減が主な要因です。 　000千円、地域振興基金 20,000千円等の基金積立を行いました。

②総務費・・・前年度比 8,252千円（1.9％）増の 433,203千円となりました。

　公共施設個別管理計画策定業務 10,494千円の増、統合型ＧＩＳ構築業務 8,800

　千円の増、長期振興計画・総合戦略策定業務 6,270千円の増、ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞﾘﾆｭｰｱﾙ

　業務1,847千円の増が主な要因です。また減額となった事業は、マイクロバス

　購入事業 9,985千円の減、県知事選挙費 2,553千円の減です。

③民生費・・・前年度比 68,535千円（22.0％）増の 379,396千円となりました。

　プレミアム付商品券事業 3,814千円の増、高齢者支援ハウス増築事業 54,848

　千円の増、保育所エアコン設置事業 5,195千円の増が主な要因です。

④衛生費・・・前年度比 1,956千円（2.6％）増の77,754千円となりました。

　廃棄物事業関係 892千円の増、浄化槽事業関係 1,755千円の増が主な要因です。

⑤農林水産業費・・・前年度比 8,927千円（5.8％）増の 162,094千円となりま

　した。旧児童館解体工事他 8,184千円の増、農業基盤整備促進事業18,875千円

　の増、ふれあいの森林分収育林事業 11,001千円の増が主な要因です。また減額

　となった事業は官公造林地購入事業 19,921千円の減です。

⑥商工費・・・前年度比 50,083千円（62.1％）減の 30,579千円となりました。

　立原高原ログハウス等整備事業 49,423千円の減が主な要因です。

⑦土木費・・・前年度比 126,833千円（36.6％）減の 219,277千円となりました。
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■ 一般会計の歳入総括表 jijij

（単位：千円）

対予算額 対調定額

（Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｂ）-（Ｃ）-（Ｄ） （Ｃ）-（Ａ） （Ｃ）-（Ｂ） （Ｃ）/（Ａ） （Ｃ）/（Ｂ）

1 村 税 771,382 772,847 771,694 69 1,084 312 △ 1,153 100.0 99.9 ▲ 2.5 38.9

2 地 方 譲 与 税 52,609 52,608 52,608 0 0 △ 1 0 100.0 100.0 5.8 2.7

3 利 子 割 交 付 金 89 89 89 0 0 0 0 100.0 100.0 ▲ 54.4 0.0

4 配 当 割 交 付 金 399 399 399 0 0 0 0 100.0 100.0 19.8 0.0

5 株式等譲渡所得割交付金 229 229 229 0 0 0 0 100.0 100.0 ▲ 19.1 0.0

6 地 方 消 費 税 交 付 金 16,056 16,056 16,056 0 0 0 0 100.0 100.0 ▲ 5.3 0.8

7 自 動 車 取 得 税 交 付 金 6,932 6,932 6,932 0 0 0 0 100.0 100.0 ▲ 40.8 0.3

8 環 境 性 能 割 交 付 金 1,682 1,682 1,682 0 0 0 0 100.0 100.0 皆増 0.1

9 地 方 特 例 交 付 金 2,610 2,610 2,610 0 0 0 0 100.0 100.0 1617.1 0.1

10 地 方 交 付 税 494,193 494,193 494,193 0 0 0 0 100.0 100.0 159.0 24.9

11 分 担 金 及 び 負 担 金 5,047 2,872 2,872 0 0 △ 2,175 0 56.9 100.0 ▲ 51.3 0.2

12 使 用 料 及 び 手 数 料 34,416 34,799 34,465 0 334 49 △ 334 100.1 99.0 7.4 1.7

13 国 庫 支 出 金 528,735 92,242 92,242 0 0 △ 436,493 0 17.4 100.0 ▲ 1.8 4.7

14 県 支 出 金 60,993 60,841 60,841 0 0 △ 152 0 99.8 100.0 5.1 3.1

15 財 産 収 入 37,956 37,998 37,857 0 141 △ 99 △ 141 99.7 99.6 12.2 1.9

16 寄 附 金 9,149 9,150 9,150 0 0 1 0 100.0 100.0 286.6 0.5

17 繰 入 金 6,905 6,906 6,906 0 0 1 0 100.0 100.0 ▲ 95.5 0.3

※ (2,798) (2,798) (2,798) (0) (0) (0) (0) (100.0) (100.0)
24,613 24,614 24,614 0 0 1 0 100.0 100.0

19 諸 収 入 17,190 17,506 17,361 0 145 171 △ 145 101.0 99.2 ▲ 40.5 0.9

20 村 債 441,257 351,717 351,717 0 0 △ 89,540 0 79.7 100.0 ▲ 7.8 17.7

※ (2,798) (2,798) (2,798) (0) (0) (0) (0) (100.0) (100.0)

2,512,442 1,986,290 1,984,517 69 1,704 △ 527,925 △ 1,773 79.1 99.9

※上段の（　）内は、平成30年度から令和元年度へ繰越した繰越明許費繰越金の数値。 ※端数調整により決算書の数値と一致しない場合がある。
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100.0
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（％）
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■ 一般会計歳入の年度別決算額の状況（科目別）

（単位：千円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1 村 税 1,080,874 1,038,052 1,005,513 956,366 917,670 891,389 862,127 825,100 791,798 771,694

2 地 方 譲 与 税 等 ※ 82,151 79,742 71,997 70,071 61,761 78,770 74,519 78,414 79,343 80,605

3 地 方 交 付 税 127,909 115,537 148,999 149,427 147,163 183,365 190,152 185,210 190,779 494,193

4 分担金及び負担金 6,203 6,062 6,575 6,211 5,804 5,116 4,368 4,921 5,897 2,872

5 使用料及び手数料 27,292 36,594 30,171 34,533 34,197 34,466 35,097 37,101 32,084 34,465

6 国 庫 支 出 金 101,854 98,778 64,658 115,205 88,404 104,915 130,643 94,565 93,917 92,242

7 県 支 出 金 64,629 58,079 88,082 134,187 104,209 64,048 40,189 104,636 57,898 60,841

8 財 産 収 入 37,477 32,396 30,077 29,281 35,251 58,117 71,352 31,075 33,728 37,857

9 寄 附 金 1,380 1,473 1,810 1,762 4,578 3,382 1,814 1,924 2,367 9,150

10 繰 入 金 14,205 15,200 9,206 12,200 23,100 14,200 78,318 137,600 152,700 6,906

11 繰 越 金 92,296 85,203 126,532 143,863 103,268 127,188 85,148 46,294 49,822 24,614

12 諸 収 入 20,979 35,252 28,954 25,343 20,362 21,317 23,894 32,579 29,174 17,361

13 村 債 7,500 78,800 46,500 169,300 76,800 227,900 225,400 268,800 381,541 351,717

合 計 1,664,749 1,681,168 1,659,074 1,847,749 1,622,567 1,814,173 1,823,021 1,848,219 1,901,048 1,984,517

科 目 名

（※）「地方譲与税等」とは、地方譲与税譲与金、利子割交付金、配当割交付金、株式等譲渡所得割交付金、地方消費税交付金、自動車取得税交付金、地方特例交付金、環境性能割交付金の合算額で
す。
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■ 一般会計の歳出総括表

（単位：千円）

支 出 済 額 翌年度繰越額 不 用 額
予算現額と支出
済 額 と の 比 較

（Ｂ） （Ｃ） （Ａ）-（Ｂ）-（Ｃ） （Ａ）-（Ｂ）

1 議 会 費 36,666 36,661 0 5 5 100.0 ▲ 5.7 1.9

※ (2,106) (2,073) (33) (33) (98.4)

379,691 379,396 295 295 99.9

4 衛 生 費 77,783 77,754 0 29 29 100.0 2.6 4.0

※ (692) (629) (63) (63) (90.9)

165,841 162,094 3,498 249 3,747 97.7

10 災 害 復 旧 費 638,361 89,938 548,271 152 548,423 14.1 皆増 4.6

11 公 債 費 129,890 129,810 0 80 80 99.9 22.2 6.7

12 諸 支 出 金 128,353 128,353 0 0 0 100.0 2077.0 6.6

13 予 備 費 7,984 0 0 7,984 7,984 0.0 - 0.0

※ (2,798) (2,702) (96) (96) (96.6)

2,512,442 1,950,112 10,561 562,330 77.6

※上段の（　）内は、平成30年度から令和元年度へ繰越した繰越明許費繰越金の数値。 ※端数調整により決算書の数値と一致しない場合がある。

民 生 費 0 22.0 19.5

548,271

506

0 356 356 99.8

22.2

予 算 現 額科 目 名
歳出に占
める割合

（％）

対前年度
増減率
（％）

2 総 務 費 99.8

執行率（％）

1.9

（Ｂ）/（Ａ）

158

5.8 8.3

725 725

6 商 工 費

（Ａ）

5 農 林 水 産 業 費

158

0433,928 433,203

3

9 教 育 費

消 防 費

219,2777 土 木 費

8

219,783

218,992 218,636

100.0合 計 3.9

11.2▲ 13.9

99.8

22 100.0

▲ 62.1

▲ 44.5

99.5

2.3

▲ 36.6 11.1506

1.630,737 30,579

44,433 44,411 0 22

0

0

5 



 
■ 一般会計歳出の年度別決算額の状況（科目別）

（単位：千円）

平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度 令和元年度

1 議 会 費 31,954 42,537 40,377 40,089 40,571 42,422 39,700 44,505 38,872 36,661

2 総 務 費 257,089 288,397 296,622 346,789 372,830 532,347 728,553 405,804 424,951 433,203

3 民 生 費 232,758 271,447 251,073 433,926 281,629 295,443 298,701 324,873 310,861 379,396

4 衛 生 費 64,384 71,664 75,743 67,057 65,937 80,373 92,037 84,856 75,798 77,754

5 農 林 水 産 業 費 116,958 113,539 172,390 198,904 191,645 112,179 101,108 245,810 153,167 162,094

6 商 工 費 33,983 43,131 21,477 24,284 24,313 26,328 31,237 59,079 80,662 30,579

7 土 木 費 109,280 214,797 146,755 222,758 151,477 155,749 150,756 261,141 346,110 219,277

8 消 防 費 45,918 72,866 39,604 48,187 64,139 54,765 42,614 41,998 79,952 44,411

9 教 育 費 177,622 152,394 226,493 154,665 173,377 162,838 167,620 182,667 253,946 218,636

10 災 害 復 旧 費 0 0 1,670 6,794 0 0 0 0 0 89,938

11 公 債 費 247,870 217,440 172,480 133,911 119,080 109,298 98,622 116,697 106,219 129,810

12 諸 支 出 金 262,378 8,538 145,409 67,118 10,381 157,283 25,780 30,967 5,896 128,353

合 計 1,580,194 1,496,750 1,590,093 1,744,482 1,495,379 1,729,025 1,776,728 1,798,397 1,876,434 1,950,112

科　　目　　名
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千円増）、国民健康保険事業会計（事業勘定）が 162,761千円（前年度比 9,215千円増）、

介護保険事業会計が 172,213千円（前年度比 16,309千円増）、後期高齢者医療事業会

0
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500,000
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700,000

800,000

Ｈ22 Ｈ23 Ｈ24 Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｒ01

決
算
額

年 度

一般会計歳出の年度別決算額の状況（科目別）

議会費

総務費

民生費

衛生費

農林水産業費

商工費

土木費

消防費

教育費

災害復旧費

公債費

諸支出金

（単位：千円）
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■ 一般会計歳出の性質別及び目的別内訳

（単位：千円）

1 33,715 172,227 55,512 10,190 0 16,476 24 0 12,756 52,773 0 353,673 ▲ 1.7 18.1

う ち 職 員 給 6,922 107,586 42,710 8,334 0 11,738 0 0 3,114 22,157 0 202,561 ▲ 8.4 10.4

2 2,251 228,670 33,168 24,002 0 10,525 6,073 9,828 5,653 50,266 0 0 370,436 2.1 19.0

3 0 2,761 668 0 0 4,514 2,137 15,480 76 3,428 29,064 ▲ 2.8 1.5

4 62,770 0 98 62,868 ▲ 1.4 3.2

5 247 29,509 11,352 23,783 0 42,290 21,575 14,265 25,926 33,995 0 0 202,942 4.3 10.4

(1) 一部事務組合等に対するもの 54 2,983 1,884 14,941 0 0 0 0 24,105 27,646 0 71,613 2.9 3.7

(2) その 他に対 する もの 193 26,285 8,451 8,841 0 42,057 21,575 14,265 1,821 6,244 0 0 129,732 5.6 6.7

6 0 17,317 70,980 2,933 0 85,228 770 178,545 0 63,319 0 0 419,092 ▲ 29.5 21.5

(1) 補 助 事 業 費 0 0 1,832 0 38,197 0 23,100 0 0 63,129 ▲ 41.2 3.2

(2) 単 独 事 業 費 0 17,317 70,980 1,101 0 47,031 770 155,445 0 63,319 0 355,963 ▲ 26.9 18.3

(3) 県 営 事 業 負 担 金 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

(4) そ の 他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

7 89,938 89,938 0.0 4.6

(1) 補 助 事 業 費 44,729 44,729 0.0 2.3

(2) 単 独 事 業 費 45,209 45,209 0.0 2.3

8 0 0 0.0 0.0

(1) 補 助 事 業 費 0 0 0.0 0.0

(2) 単 独 事 業 費 0 0 0.0 0.0

9 0 129,810 129,810 22.3 6.7

10 0 125,998 0 0 0 3,300 0 0 0 0 0 129,298 1,602.0 6.6

11 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0 0.0

12 0 0 0 0 0 0 0 0 10,440 0 10,440 ▲ 10.8 0.5

13 0 136,398 16,153 0 0 0 0 0 0 0 152,551 5.0 7.8

36,213 576,482 370,848 77,061 0 162,333 30,579 218,118 44,411 214,319 89,938 129,810 0 1,950,112 3.9 100.0

※ここで示す性質別及び目的別内訳は、令和元年度地方財政状況調査の数値であり、決算書の数値とは異なる。

教育費
諸 支
出 金

合 計
災  害
復旧費

議会費 総務費 民生費 衛生費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

商工費

普 通 建 設 事 業 費

労働費 公債費
対前年度
増減率
（％）

歳出に占
める割合

（％）

農林水
産業費

繰 出 金

土木費 消防費

公 債 費

人 件 費

歳 出 合 計

失 業 対 策 事 業 費

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

貸 付 金

補 助 費 等

災 害 復 旧 事 業 費

性 質 別

目 的 別

8 



 

■ 一般会計の性質別歳出の内訳
（単位：千円）

決 算 額 決 算 額

1 353,673 5 202,942

(1) 20,218 (1) 負 担 金 ・ 寄 附 金 93,143

(2) 20,355 (2) 補 助 ・ 交 付 金 88,715

(3) 18,490 (3) そ の 他 21,084

(4) 213,561 6 419,092

基 本 給 133,194 (1) 補 助 事 業 費 63,129

そ の 他 の 手 当 68,237 (2) 単 独 事 業 費 355,963

臨 時 職 員 給 与 12,130 (3) 県 営 事 業 負 担 金 0

(5) 50,257 (4) そ の 他 0

(6) 26,614 7 89,938

(7) 4,178 (1) 補 助 事 業 費 44,729

2 370,436 (2) 単 独 事 業 費 45,209

(1) 13,904 8 0

(2) 2,705 (1) 補 助 事 業 費 0

(3) 1,024 (2) 単 独 事 業 費 0

(4) 66,099 9 129,810

(5) 15,856 (1) 元 金 126,304

(6) 8,018 (2) 利 子 3,506

(7) 193,640 10 129,298

(8) 69,190 11 0

3 29,064 12 10,440

4 62,868 13 152,551

1,950,112

補 助 費 等

そ の 他

積 立 金

投 資 及 び 出 資 金

役 務 費

備 品 購 入 費

そ の 他

委 託 料

失 業 対 策 事 業 費

貸 付 金

科 目 科 目

共済組合等負担金

退職手当組合負担金

議 員 報 酬 手 当

委 員 等 報 酬

村長等特別職給与

職 員 給

人 件 費

普 通 建 設 事 業 費

災 害 復 旧 事 業 費

公 債 費

物 件 費

維 持 補 修 費

扶 助 費

合 計

繰 出 金

賃 金

旅 費

交 際 費

需 用 費

人件費

353,673

18.2%

物件費

370,436

19.0%

維持補修費

29,064

1.5%
扶助費

62,868

3.2%

補助費等

202,942

10.4%

普通建設事業費

419,092

21.5%

災害復旧費

89,938

4.6%

公債費

129,810

6.7%

積立金

129,298

6.6%

貸付金

10,440

0.5%
繰出金

152,551

7.8%

一般会計歳出の性質別内訳 （単位：千円）
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■ 特別会計の決算状況
（単位：千円）

執行率（％）

対予算額 対調定額 対予算額

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｄ） （Ｂ）-（Ｃ）-（Ｄ） （Ｃ）/（Ａ） （Ｃ）/（Ｂ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ） （Ｅ）-（Ｆ）-（Ｇ） （Ｆ）/（Ｅ） （Ｃ）-（Ｆ）

国民健康保険 事業会計
（ 施 設 勘 定 ）

25,874 25,854 25,854 0 0 99.9 100.0 25,874 24,491 0 1,383 94.7 1,363 1,363

国民健康保険 事業会計
（ 事 業 勘 定 ）

150,808 152,402 151,198 0 1,204 100.3 99.2 150,808 149,088 0 1,720 98.9 2,110 2,110

介 護 保 険 事 業 会 計 225,340 226,037 225,350 0 687 100.0 99.7 225,340 218,687 0 6,653 97.0 6,663 6,663

後期高齢者医療事業会計 17,760 17,762 17,762 0 0 100.0 100.0 17,760 17,727 0 33 99.8 35 35

簡 易 水 道 事 業 会 計 25,570 25,648 25,605 0 43 100.1 99.8 25,570 25,163 0 407 98.4 442 442

合 計 445,352 447,703 445,769 0 1,934 100.1 99.6 445,352 435,156 0 10,196 97.7 10,613 10,613

（※）実質収支額とは、当該年度の歳入決算額から歳出決算額を単純に差し引いた形式収支から、事業繰越等の翌年度へ繰り越すべき財源を差し引いた額である。繰越事業等を当該年度に執行し、または当該年度に発生
　　　した債務をその翌年度に履行したものとして収支の結果をとらえたものである。

収  入
未済額

執行率（％）

歳　　　入 歳　　　出

予算現額 調定額特　別　会　計　名

収　　　支

歳入歳出
差引額

（形式収支
額）

収入済額
不  納
欠損額

実  質
収支額

予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額

（※）
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■ 地方債現在高の状況
（１）長期地方債（償還期間が１年を超えるもの） （単位：千円）

元金 利子 計 財政融資資金 旧郵政公社資金 その他

1 24,260 0 2,151 118 2,269 22,109 22,109 0 0

2 1,746 0 1,746 51 1,797 0 0 0 0

3 0 33,100 0 0 0 33,100 33,100 0 0

4 17,300 0 0 2 2 17,300 17,300 0 0

5 297,401 0 20,506 178 20,684 276,895 0 0 276,895

う ち 地 方 道 路 等 整 備 事 業 債 1,574 0 782 19 801 792 0 0 792

う ち 地 域 再 生 事 業 債 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6 993,746 230,600 76,581 1,779 78,360 1,147,765 1,145,888 0 1,877

7 4,323 0 2,239 68 2,307 2,084 0 0 2,084

8 306 0 152 4 156 154 0 0 154

9 208,628 88,017 22,929 1,295 24,224 273,716 29,344 0 244,372

1,547,710 351,717 126,304 3,495 129,799 1,773,123 1,247,741 0 525,382

1 24,403 0 4,948 893 5,841 19,455 19,455 0 0

2 3,126 0 440 15 455 2,686 2,686 0 0

27,529 0 5,388 908 6,296 22,141 22,141 0 0

1,575,239 351,717 131,692 4,403 136,095 1,795,264 1,269,882 0 525,382

（２）一時借入金（償還期間が１年以内のもの） （単位：千円）

元金 利子 計 財政融資資金 旧郵政公社資金 その他

0 90,000 90,000 11 90,011 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 90,000 90,000 11 90,011 0 0 0 0全 会 計 の 合 計

会計名

一般会計

地 方 債 の 事 業 別 名 称

道
会
計

簡
易
水

簡 易 水 道 事 業 債

合 計

一 般 単 独 事 業 債

臨 時 財 政 対 策 債

令和元年度末現在高の借入先別内訳

公 共 事 業 等 債

災 害 復 旧 事 業 債

平成30年度
末現在高

令和元年度
末現在高

令和元年度
発行高

令和元年度における償還額

公 営 住 宅 建 設 事 業 債

過 疎 対 策 事 業 債

国の予算貸付・政府関係機関貸付債

財 源 対 策 債

全 会 計 の 合 計

一

般

会

計

合 計

過 疎 対 策 事 業 債

教 育 ・ 福 祉 施 設 等 整 備 事 業 債

令和元年度末現在高の借入先別内訳平成30年度
末現在高

令和元年度
発行高

令和元年度における償還額 令和元年度
末現在高

会 計 名
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1,044,274 949,155 

836,226 882,697 
850,354 

977,085 1,110,633 

1,268,228 

1,547,710 
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81,114 49,981 46,180 50,203 46,042 
41,689 

37,729 32,723 27,092 22,141 
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起債現在高と償還額の年度別状況

一般会計（現在高） 特別会計（現在高） 一般会計（償還額） 特別会計（償還額）

起債現在高
（単位：千円）

償還元金額
（単位：千円）
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■ 基金の状況
（単位：千円）

平 成 30 年 度 末 現 在 高 574,658 243,013 3,638,948 4,456,619 44,000 5,605 49,605

歳 出 決 算 額 98,180 118 31,000 129,298 0 0 0

取 崩 し 額
（定額運用基金にあっては繰出金）

0 0 1,300 1,300 0 5,606 5,606

歳 計 剰 余 金 処 分 に よ る も の 0 0 0 0 0 0 0

調 整 額 1 0 ▲ 2 ▲ 1 0 1 1

令 和 元 年 度 末 現 在 高 672,839 243,131 3,668,646 4,584,616 44,000 0 44,000

■ 地方消費税引上げ分の使途
（単位：千円）

児 童 福 祉 71,643 20,835 50,808 7,821 42,987

小 計 71,643 20,835 50,808 7,821 42,987

合 計 71,643 20,835 50,808 7,821 42,987

社
会
福
祉

3　その他特定目的基
金

合　　　計

区　　　　　分 金　　額

財　源　内　訳

特定財源 一般財源 引上げ分の地方消
費税

その他

積　立　基　金

令
和
元
年
度

定 額 運 用 基 金

1　土地開発基金 2　その他定額運用基金 合　　　計
区　　　　　分

1　財政調整基金 2　減債基金
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